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セミナー No.671  2013）がある。伊多波
論文は乗数効果、産業連関分析などの経済
学的手法を用いてスポーツがＧＤＰなど経
済に与える効果について解説をしている。 
 観光資源をどのように活用するかとして
の「観光立国」ではなく、日本が持つ既存
の優れた技術を観光と結びつけるものの１
つとして、医療と連携した観光の推進があ
る。実際にアラブの患者を受け入れ心臓外
科の手術などがおこなわれている。玄田論
文（「『ケア・ツゥ―リズム』で世界の富を
日本に呼び込め」玄田有史 エコノミスト 
Vol.91 No.12）は、日本の「おもてなし」
の心に基づく日本の先端医療・福祉を世界
の富裕層に提供する「ケア・ツゥ―リズム」
を提案している。かつて隆盛を誇った製造
業などでは就業者は減少しているが、医
療・福祉の就業者は介護保険制度の成立後
拡大しており、2012年には 706万人と 10
年前より 230万人余り増加している。日本
国内では、これを高齢化により、否応なく
増えているとネガティブに見る向きもある
が、玄田論文では、日本の「おもてなし」
の精神は世界に受け入れられるものであり、
この精神を外国の富裕層に提供するケア・
ツゥ―リズムの概念を確立し、実践してい
くことの重要性を主張している。そのため
には、①外国人向けの独自の医療制度の創
設、②病院・介護施設での外国人富裕層向
けの特別なＶＩＰルーム、③外国人患者へ
の対応に業務を限定した看護士、等の体制
を整備する必要があると考えている。この
ようなケア・ツゥ―リズムが実現すれば、
日本の医療技術もあがり、そのような施設
を作ることにより地域の活性化にもつなが
り、また、医療・福祉分野で働く就業者の
報酬の改善にもつながるなど現在低迷して
いる日本経済の活性化の処方箋となると考
えている。 
2011年におこった東日本大震災により、
海外からの旅行者の減少のみならず国内の
旅行者の減少もあり、「観光立国」を目指す
日本にとっては大きな痛手となったが、東
北の復興に向けての動き、オリンピック招
致など、これから「観光立国」が日本経済
の成長の大きなエンジンとなる可能性に期
待したいし、そうなるよう、政府は規制緩
和を含め様々な政策をとる必要がある。 
 
